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１．はじめに 

防災に関するソフト対策として、様々な災害を対象

としたハザードマップ（以下、HM）が全国各地で作

成・公表されている。ここでHM には 3 つの効果が期

待されている（片田ら(2004)）。一つ目は、HM を閲覧

することで災害や被害の発生に対する意識、住民の居

住地域の危険性の認識などの向上を図る効果（災害意

識効果）であり、二つ目は、災害の危険性を認識する

ことで災害発生時に備えた平常時の行動を促す効果

（被害軽減行動効果）である。そして、三つ目は、得

られた情報をもとに災害発生時に迅速かつ確実な避難

行動を促す効果（避難行動効果）である。 

またHM に関する既往研究を概観すると、以下に 3

つに大別できる。一つ目は、HM の公表効果に関する

研究（片田ら(1999)など）であり、二つ目は、HM の

情報理解特性に関する研究（榎村(2012)）である。そ

して、三つ目は、上記 2 つの知見を踏まえた新たなHM

開発に関する研究（片田ら(2011)）である。 

ここで、HM に期待される効果およびHM に関する

既往研究は、いずれも情報の受け手である住民に HM

を閲覧してもらうことが前提になっているものといえ

る。しかし、既往研究で指摘されてきたように、HM

の閲覧率は決して高いものではなく、また保管してい

る割合も高くはない。にもかかわらず、「閲覧率が低い

ことが課題」であることを指摘しているだけで、その

課題を解決するための提案や知見は十分とはいえない

状況にある。 

そこで本稿では、HM 閲覧状況の改善策を検討する

ための基礎的知見として、HM の閲覧および保管に関

する現状を把握することを目的とする。 

 

２．分析方法 

既往研究では、特定の一地域を対象に、HM の閲覧・

保管状況と個人属性との関係は指摘されてきた（例え

ば、防災意識が高い住民ほど、高齢者ほど、HM を閲

覧している割合が高いなど）。これに対して本稿では、

HM の閲覧・保管状況を把握するために、様々な地域

で実施された調査結果を用いて、メタ分析を行うこと

とした。分析に用いた調査結果の概要を表-1 に示す。 

ここで、本稿では、HM の閲覧率・保管状況には、

それを把握するための“調査”との間に、以下のよう

な関係があるものとの仮説を立てた。 

一つ目は、HM 閲覧・保管状況を把握する調査の実

施タイミングである。一度見聞きした情報であっても、

それほど興味・関心のない情報の場合、時間の経過と

ともに忘却してしまうことが考えられる。そのため、

HM の公表・配布から調査実施までの期間が長いほど、

閲覧率・保管率は低下する可能性を考慮した。 

二つ目は、HM 閲覧・保管状況を把握するために実

施した調査の回収率である。調査の回収率が高ければ、

対象地域全体の状況を把握したことになるが、回収率

が低い場合には、対象地域の一部の住民の状況だけを

偏って把握してしまう可能性が危惧される。ここで、

ある事象に関する調査に回答し、回収に協力してくれ

る住民は、そうでない住民よりも、対象となる事象に

対して興味・関心が高いものと考えられる。そのため、

回収率が低い調査の場合、防災に興味関心の高い住民

からの回答に偏って回収されている可能性を考慮した。 

以上を踏まえ、以下の分析では、公表・配布から調

査実施までの期間（以下、期間）と調査の回収率に着

目して、HMの閲覧・保管状況を把握する。 

 

３．分析結果 

（１）HM 閲覧状況 

各調査において、「居住地域のハザードマップを見た

ことがある」という回答の割合（閲覧率）と期間の関

係を図-1に示す。なお、図中にプロットした点は、回

収率によって 3 段階に分類している。これより、期間

が長くなるほど、閲覧率が低くなる傾向にあり、また

回収率の高い調査結果ほど、閲覧率が低い傾向にある

ことが見て取れる。 

ここで、HM 閲覧率に期間と回収率が与える影響を

明らかにするために、HM 閲覧率を目的変数とした重

回帰分析を行った。その結果を表-2に示す。重相関係

数は 0.854 であり、分散分析に結果からも統計的に有

意（0.1%水準）な結果が得られた。表-2[上]より、説



明変数として用いた期間と回収率はともに有意な結果

となっており、係数の符号から、期間が長いほど、回

収率が高いほど、HM 閲覧率は低下する傾向にあるこ

とが確認された。また、標準化係数を比較すると、期

間も回収率もHM閲覧率にほぼ同等の影響を与えてい

ることが見て取れる。 

（２）HM 保管状況 

一部の調査を除き、各調査では、HM を見たことが

あると回答した住民に対して、HM の保管状況につい

て問うている。その回答結果を図-2 に示す。図中の（）

内は、期間と回収率である。これより、期間が長くな

るほど、「家のどこかにある」「紛失してしまった」の

割合が高くなることが見て取れる。このような保管状

況では、災害発生時にHM を用いて地域の危険箇所や

避難場所を確認することに限界があると考えられる。 

ここで、HM 閲覧率と同様に、図-2 の「すぐにわか

る場所に保管」している割合を目的変数とし、期間と

回収率を説明変数とした重回帰分析を行った。その結

果、重相関係数は 0.901 であり、分散分析に結果から

も統計的に有意（0.1%水準）な結果が得られた。表

-2[下]より、説明変数として用いた期間と回収率はと

もに有意な結果となっており、係数の符号から、期間

が長いほど、回収率が高いほど、HM の保管状況は悪

くなる傾向にあることが確認された。また、標準化係

数を比較すると、期間よりも回収率の方がHM 保管状

況に与える影響は大きいことが見て取れる。 

 

４．おわりに 

本稿では、HM の閲覧・保管状況について、既存の

調査結果を用いたメタ分析を行った。その結果、HM

閲覧・保管状況を確認する調査の実施時期および回収

率とそれらによって把握されたHM 閲覧・保管状況と

の関連を明らかにした。表-2の重回帰分析の結果を踏

まえると、例えば、HM の公表 1 ヶ月後の閲覧率は約

43%（期間=1 ヶ月、回収率=100%）となり、閲覧した

住民のうち、1 年後のHM 保管率は、約 24%（期間=12

ヶ月、回収率=100%）となった。今後は、地域の災害

経験や高齢化率などを考慮して、さらにHM 閲覧・保

管状況を精緻に把握するとともに、この結果を踏まえ、

HM の閲覧率を高める方法を検討したい。 
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表-1 分析対象とした調査結果の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1 HM 閲覧率 

 

表-2 重回帰分析の結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2 HM 保管状況 

目的変数 係数 標準化係数 t値 有意確率

閲覧率 切片 88.802 11.410 0.000

期間 -0.347 -0.612 -4.072 0.002

回収率 -0.452 -0.580 -3.860 0.002

保管状況 切片 77.240 13.170 0.000

期間 -0.228 -0.467 -3.560 0.004

回収率 -0.501 -0.765 -5.838 0.000


